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1.  平成23年2月期の業績（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 22,014 △1.4 261 △48.5 294 △45.2 82 △63.7

22年2月期 22,334 △2.3 508 △39.0 536 △31.0 227 △36.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年2月期 11.95 ― 2.2 3.4 1.2
22年2月期 33.04 32.99 6.1 6.0 2.3

（参考） 持分法投資損益 23年2月期  ―百万円 22年2月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 8,232 3,830 46.5 558.26
22年2月期 9,131 3,817 41.8 553.39

（参考） 自己資本   23年2月期  3,830百万円 22年2月期  3,817百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年2月期 1,738 △156 △1,018 1,140
22年2月期 △851 △195 114 577

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年2月期 ― 0.00 ― 7.00 7.00 48 21.2 1.3
23年2月期 ― 0.00 ― 7.00 7.00 48 58.6 1.3

24年2月期(予想) ― 0.00 ― 7.00 7.00 2,137.9

3.  平成24年2月期の業績予想（平成23年3月1日～平成24年2月29日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 11,111 1.5 65 1.9 84 7.1 △82 ― △11.96

通期 22,702 3.1 265 1.5 306 4.0 2 △97.3 0.33
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4.  その他 

(1) 重要な会計方針の変更 

(注)詳細は、22ページ「重要な会計方針の変更」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

(注)１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、41ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年2月期 6,939,317 株 22年2月期 6,897,817 株

② 期末自己株式数 23年2月期 77,300 株 22年2月期 ― 株

③ 期中平均株式数 23年2月期 6,923,210 株 22年2月期 6,896,762 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についての注記） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
業績予想の前提となる仮定および業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、３ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。
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１．経営成績 

(１) 経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

当事業年度（自平成22年３月１日 至平成23年２月28日）におけるわが国経済は、新興国向けを中心とし

た輸出産業にリードされる形で景気の持ち直しが一部に見受けられたものの、依然として企業の設備投資や

雇用に対する慎重な姿勢が続いています。また、個人消費も一時的に回復の兆しを見せたものの、本格的な

改善には至っておりません。 

食品業界におきましては、雇用・所得不安による生活防衛意識の強さのため個人消費は低迷し、また、春

先の天候不順、夏の少雨や猛暑の影響により、農産品の収穫量が落ち込むなど非常に厳しい状況下での推移

となりました。 

 

このような経営環境のもと、定期品におきましては、より会員のライフスタイルの多様化に合わせた形で

サービスメニューを大幅に刷新し、拡充いたしました。注文品におきましては、カタログの増ページや紙面

構成のリニューアルを実施し、商品ラインアップの見直しを行いました。また、節約志向に対応した商品カ

テゴリーとして「シンプルライン」シリーズを開発し、積極的に新商品を投入するなどの販促施策を行い、

売上の向上に注力いたしました。平成22年10月６日には、九州センターを開設し配送エリアを拡大するなど、

事業の拡大に努めてまいりました。新規会員獲得においては、従来の集客方法に加えて、Webを利用したア

フィリエイトやソーシャルゲームとのタイアップなど、新たなツールを活用した会員獲得にも積極的に取り

組んでまいりました。 

この結果、会員数は増加したものの客単価が下落したことなどにより、当事業年度の売上高は22,014百万

円（前期比1.4％減）、営業利益は261百万円（前期比48.5％減）、経常利益は294百万円（前期比45.2％

減）、当期純利益は82百万円（前期比63.7％減）となりました。 

 

企画分類別売上高につきましては、以下のとおりであります。 

 定期品は、7,877百万円（前期比0.8％減）、注文品は、13,835百万円（前期比2.0％減）となり、また、

その他は、301百万円（前期比7.8％増）となりました。 

 

②次期の見通し 

平成23年３月11日の東北地方太平洋沖地震直後に、被災地の一部地域へのお届けができなくなることや一

部お届けする商品に欠品・延期が生じるなどの影響が生じましたが、会員への商品をお届けすることを最優

先に考え、震災直後から配達を停止することなく現在に至っています。 

なお、この地震により当社においても配送センターの一部建物に損傷を受けましたが、その直接的な損失

は軽微であります。 

次期の見通しにつきましては、震災の影響による消費動向の変化や、福島第一原子力発電所の事故による

農産品の出荷制限や風評被害、電力の供給不足等による経済活動への影響も懸念され、厳しい経営環境が予

想されます。 

このような状況のなか、当社は主力事業であります戸別宅配事業において、更なる会員数の拡大に向け、

年齢階層のカテゴリーごとに会員獲得の手法を切り替えるなど、会員獲得手法の多様化に取り組んでまいり

ます。また、引き続き値ごろ感のある商品の開発に注力するなどの施策を実施し、売上の拡大に努めてまい

ります。 

商品につきましては、震災の影響により、一部の生産者およびメーカーに被害はでておりますが、全国約

2600戸の契約農家および約500社の協力メーカーとのネットワークを活用し、安定調達に努めており、仕入

れにおいて大きな支障はないものと考えております。 

また、ＥＣ事業にも注力して取り組み、業容を拡大させていく所存であります。 
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その結果、通期として売上高22,702百万円（前期比3.1％増）、営業利益は265百万円（前期比1.5％増）、

経常利益は306百万円（前期比4.0％増）、当期純利益は資産除去債務の計上を見込み２百万円（前期比

97.3％減）を計画しております。 

 

(２) 財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

（流動資産） 

当事業年度末における流動資産の残高は4,300百万円となり、前事業年度末残高4,954百万円と比較して

654百万円減少いたしました。この主な要因は、現金及び預金が563百万円増加したものの売掛金が1,320百

万円減少したためですが、前事業年度末日が金融機関の休日であったため、前事業年度の売上債権1,658百

万円が当事業年度に決済された影響によるものです。 

（固定資産） 

当事業年度末における固定資産の残高は3,932百万円となり、前事業年度末残高4,176百万円と比較して

244百万円減少いたしました。この主な要因は、無形固定資産ののれん償却額181百万円、基幹システムに関

するソフトウエア償却費28百万円を計上したことによるものです。 

（流動負債） 

当事業年度末における流動負債の残高は3,202百万円となり、前事業年度末残高3,655百万円と比較して

453百万円減少いたしました。この主な要因は、短期借入金が400百万円減少、未払法人税等が32百万円減少

したことによるものです。 

（固定負債） 

当事業年度末における固定負債の残高は1,199百万円となり、前事業年度末残高1,658百万円と比較して

459百万円減少いたしました。この主な要因は、長期借入金の返済等により483百万円減少したことによるも

のです。 

（純資産） 

当事業年度末における純資産の残高は3,830百万円となり、前事業年度末残高3,817百万円と比較して13百

万円増加いたしました。この主な要因は、自己株式の取得により42百万円減少しましたが、株式の発行によ

り資本金及び資本剰余金がそれぞれ10百万円増加、利益の留保によるその他利益剰余金が34百万円増加した

ことによるものです。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により1,738百万円増加

し、投資活動により156百万円減少し、財務活動により1,018百万円減少した結果、前事業年度末に比べ563

百万円増加となり、当事業年度における期末残高は1,140百万円（前期比97.6％増）となりました。 

なお、当事業年度の営業活動によるキャッシュ・フローには、前事業年度末日が金融機関休日であったた

め、決済が当事業年度にずれこんだ影響が含まれております。 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、1,738百万円（前期は851百万円の使用）となりました。これは主に、税

引前当期純利益が289百万円となったこと、減価償却費、ソフトウエア償却費及びのれん償却額合わせて401

百万円、前事業年度末日が金融機関休日の影響などによる売上債権の減少額1,320百万円などによる収入と、

たな卸資産の増加額34百万円、法人税等の支払額250百万円などによる支出によるものであります。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、156百万円（前期比20.2％減）となりました。これは主に、無形固定資産

の取得による支出132百万円によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、1,018百万円（前期は114百万円の獲得）となりました。これは主に、長

期借入れによる収入1,400百万円と、短期借入金の純減少額400百万円、長期借入金の返済による支出1,911百

万円、自己株式の取得による支出42百万円、配当金の支払額48百万円などによる支出によるものであります。 

 

（参考）キャッシュ･フロー関連指標の推移 

 平成20年２月期 平成21年２月期 平成22年２月期 平成23年２月期

自己資本比率（％） 29.8 41.2 41.8 46.5

時価ベースの自己資本比率（％） － 39.4 43.8 45.8

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（％）  2.9 5.9 － 87.9

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  16.9 8.7 － 89.5

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに、期末株価を乗じて計算しております。 

（注２）キャッシュ･フローは、営業キャッシュ･フローを使用しております。 

（注３）有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。 

 

(３) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、今後とも収益力の向上と経営基盤の強化に努めるとともに、利益配分につきましては業績の見通

し、配当性向、内部留保の水準などを総合的に判断しながら、長期にわたり安定的な配当を維持継続してい

くことを基本方針としております。また、内部留保につきましては、借入金返済などの企業体質強化に活用

し、長期安定的に株主の皆様のご期待に沿うよう努力してまいります。 

当期の配当金につきましては、上記の配当政策のもと、期末配当は１株当たり７円の普通配当を実施する

予定であります。 

また、次期の配当金につきましても１株当たり７円の普通配当を実施する予定であります。 

 

(４) 事業等のリスク 

当社の事業展開において、経営成績または財政状態等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

およぼす可能性のある事項には、主として以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する

事項については、本決算短信提出日現在において当社が判断したものであります。 

 

①業界動向及び競合について 

当社は、農薬や化学肥料の使用頻度を独自に定めた環境保全型生産基準「RADIX」（以下RADIX基準とい

う）に則って栽培された野菜や米・果物等の農産品、および人体への安全性を考慮した素材、原料を使用し

た畜産品、水産品、加工食品等の食品、そのほか日用品等を消費者に戸別宅配する事業を営んでおります。 

また、近年のＢＳＥ(牛海綿状脳症)、鳥インフルエンザ、口蹄疫、残留農薬、食品偽装等の問題が生じた

ことで、消費者の「食の安心・安全」に対する意識は高まってきており、今後は当社と類似する業態を持っ

た企業における新規参入が見込まれます。 

らでぃっしゅぼーや株式会社　（3146）　平成23年２月期決算短信（非連結）

-5-



 

 

大手百貨店やスーパーマーケット等においてインターネットを利用したネットスーパー事業の拡大や、農

産品の産直販売店も増加しており、従来以上に競争が激しくなることが予想されます。直近では、当社と同

様に有機栽培や特別栽培農産物等の宅配事業を営む企業等との競争が激化してきております。従って、今後、

さらに競争が激化し相対的に当社の競争力が低下した場合には、当社の財政状態または経営成績等に影響を

およぼす可能性があります。 

 

②食品の安全性について 

近年、食品業界におきましては、残留農薬問題、食品偽装問題、また東北地方太平洋沖地震に端を発する

放射性物質による農産品等の汚染問題が発生し、社会問題となっています。 

当社の取扱商品におきましては、安全性につきましてRADIX基準を保持し、これを厳守するよう各取引先

とRADIX基準を遵守する条項を設けて、取引契約を交わしております。 

取引開始にあたりましては、農産地や工場訪問を行い、圃場や製造現場においてRADIX基準が厳守されて

いるかの確認を行っております。また、食品関連法規等各種関連諸法規に違反しないことを保証する書面を

仕入先から入手するなど、徹底した品質管理を行っております。 

しかしながら、当社で取り扱っている惣菜や生鮮加工品について、衛生管理上の不注意による食中毒など

の品質面での問題が発生した場合には、当社の財政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性がありま

す。さらに、当社に限らず残留農薬問題、食品偽装問題、放射能汚染等が社会全般の消費行動の変化をもた

らした場合などにも、当社の財政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性があります。 

 

③自然災害の影響について 

農産品の栽培においては、長雨、猛暑、台風、冷害、干ばつなど天候に左右される傾向があり、また地震

や津波、火山噴火などの影響により農作業ができなくなる恐れもあり、結果として入荷時期、入荷数量、品

質に影響を与えることがあります。また、農薬や化学肥料の使用を抑えた栽培を行うため、病害虫の影響を

受ける可能性も高くなり生産技術の高さが求められます。当社では、生産者の組織する団体「Radixの会」

と協力し、病害虫の影響を軽減するような生産技術の向上を進めるとともに、契約農家の増加と作付地域の

特定集中の回避を推進しております。 

しかしながら、産地における自然災害、病害虫等の影響により、収穫量が確保できない場合等には、当社

の財政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性があります。 

 

④農畜産品の確保について 

当社は、RADIX基準による農畜産品の生産を農畜産家に委託しておりますが、現在、農畜産家の高齢化、

後継者不足から生産規模の縮小や廃業などが生じています。 

今後、このような傾向が続き、国内の生産規模の縮小や廃業の影響で、当社基準で生産委託できる農畜産

家が減少した場合、当社が必要とする販売数量が確保できなくなり、当社の財政状態または経営成績等に影

響をおよぼす可能性があります。 

当社では、仕入価格の変動に備えて、産地の分散、複数購買等に 

 

⑤仕入価格の変動について 

より、低価格で安定的な購入に努めております。しかしながら、食品原材料価格や穀物仕入価格の上昇、

また穀物飼料高騰による精肉価格の上昇などが生じることとなった場合、当社が必要とする販売数量が確保

できなくなり、結果として当社の財政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性があります。 
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⑥商品開発について 

当社の商品開発は、RADIX基準に基づき、自ら企画した商品をメーカーと共に共同開発する体制をとって

おります。当社の取引先等においても、食品添加物の使用を禁止する等のRADIX基準を遵守しており、取引

開始後も、当社は品質の安定を図るため定期的な技術指導を行っております。 

しかしながら、メーカーとの共同開発体制が機能せず、今後、維持できない場合には、新商品の投入等が

できなくなり、結果として当社の財政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性があります。 

 

⑦配送代理店について 

当社が取り扱う商品配送については、一般運送業者ではなく、当社と専属契約している配送代理店によっ

て行われております。配送代理店の役割は、会員宅へ単に配送するだけではなく、当社の取扱商品の販売促

進や新規会員の獲得といった営業機能も担っております。従って、配送個数に応じて手数料を支払うのでは

なく配送エリアごとの売上高や会員獲得数にリンクした報酬制度を採用しております。そのため、配送代理

店に不測の事態が発生した場合に備えて、当社では自社便での対応及び他の代理店間での配送エリアの補完

体制を構築しておりますが、独自の営業体制を敷いていることから配送網の再構築に費用と時間を費やす可

能性があります。さらに、その結果として、当社の財政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性があ

ります。 

 

⑧会員数について 

会員数の推移は下表のとおりであります。 

項目 
第19期 

(平成19年２月期)

第20期 

(平成20年２月期)

第21期 

(平成21年２月期)

第22期 

(平成22年２月期) 

第23期 

(平成23年２月期)

期末会員数(人) 82,495 90,396 96,809 101,007 104,996

 

当社は、会員制の戸別宅配事業を営んでおり、会員数の増減は、当社の売上高の変動要因に大きな影響を

与えます。そのため、当社は、新規会員の集客活動を継続して行っております。加えて既存会員の退会抑止

施策も行い、退会者数の抑制にも注力しております。また、当社は、会員に継続して当社のサービスを受け

ていただくために、サービス提供の充実や新商品の開発活動も積極的に行っております。 

しかしながら、会員数の維持・拡大施策が計画通りに進捗せず、またサービスや新商品の開発が、会員の

獲得、会員の購買、会員数の維持に結びつかない場合には、当社の財政状態または経営成績等に影響をおよ

ぼす可能性があります。 

 

⑨法的規制等について 

当社は、特別栽培農産物(化学的に合成された農薬や化学肥料を減らして栽培するなど特色のある生産方

法で生産された農産物)等の宅配事業を行うにあたり、主に「食品衛生法」、「植物防疫法」及び「農林物

資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律(JAS法)」等の規制を受けております。また、平成13年５月

に施行された「食品循環資源の再利用等の促進に関する法律」（食品リサイクル法）により年間100トン以

上の食品廃棄物を排出する外食業者（食品関連事業者）は、食品廃棄物の発生量の抑制、減量及び再生利用

を通じて、食品残渣物の削減を義務付けられております。 

当社は、これらの法律等を遵守するための管理体制及び従業員教育を徹底し、コンプライアンス体制の整

備に努めております。しかしながら、これらの法律等に抵触した場合、またはこれらの法律等の改正または

新たな法律の制定などにより法的規制が強化された場合には、当社の主要な事業活動に支障をきたす可能性

や、当社の財政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性があります。 
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⑩会員情報の管理について 

当社は、事業の特性上、様々な個人情報を取り扱っております。これらの個人情報については、社内規程

の制定、従業員への教育等管理を徹底しておりますが、予期せぬ事態により流出する可能性が皆無ではなく、

このような事態が生じた場合、当社の社会的信用に影響を与えるとともに、その対応のための多額の費用負

担が発生する可能性があります。 

 

⑪ＭＢＯファンドが筆頭株主であることについて 

当社は、ベンチャーキャピタルである株式会社ジャフコが運営する「ジャフコ・バイアウト２号投資事業

有限責任組合」及び「JAFCO Buyout No.2 Investment Limited Partnership(Cayman)L.P.」から出資を受け、

平成18年３月にＭＢＯを実施いたしました。この結果、本決算短信提出日現在のＭＢＯファンド２社による

出資比率は合計49.1％（議決権比率ベース）となっております。一般的に投資事業組合による株式の所有目

的につきましては、株式の売却によるキャピタルゲインの極大化を図ることにあるとされております。 

当社の場合におきましても、今後ＭＢＯファンドが所有する株式の全部または一部が売却されることが予

想されます。 

また、当該ＭＢＯファンドは平成26年12月31日を解散期限としており、当該時期が近づけば、市場及び他

の第三者へ売却圧力が高まり、保有株式を放出することが想定されます。 

このように当社の筆頭株主であるＭＢＯファンドの特性を踏まえた場合、株主構成が劇的に変化すること

も予想されます。結果として、経営体制やビジネスモデル等の大きな変化が生じることも想定され、そのよ

うな場合、当社の財政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性があります。 

 

 

(５) 継続企業の前提に関する重要事象等 

該当事項はありません。 
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２．企業集団の状況 

(1) 事業の内容 

当社は、主に契約農家・契約農業法人等より仕入れた農産品、畜産販売業者・畜肉加工メーカーより仕入

れた畜産品、漁業組合や水産加工メーカーより仕入れた水産品、加工食品メーカーより仕入れた加工食品並

びに雑貨メーカーや商社より仕入れた日用品等を当社の会員や一般顧客へは戸別宅配によって、また百貨

店・スーパー・専門店等へは卸売によって販売しております。 

なお、当社は企業グループを構成する親会社、子会社を有しておりません。 

関連会社といたしましては、千葉県香取市にらでぃっしゅファーム和郷株式会社があります。また、その

他の関係会社として日本レストランシステム株式会社があります。 

 

以下に、事業系統図を記載いたします。 

 

「事業系統図」 
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(2) 関係会社の状況 

 

名称 住所 
資本金

(百万円)
主要な事業の内容

議決権の所有割合 

又は被所有割合 

(％) 

関係内容 

(関連会社)     

らでぃっしゅファーム和郷

株式会社 
千葉県 
香取市 

10 農業の経営 
10.0% 

［40.0%］ 

契約による 

農産物の栽培 

(その他の関係会社)     

株式会社ドトール・日レス

ホールディングス 
東京都 
渋谷区 

1,000 純粋持株会社 
間接被所有 

（21.57） 

当社のその他

の関係会社で

ある日本レス

トランシステ

ム株式会社の

完全親会社で

あります。 

日本レストランシステム 

株式会社 
東京都 
渋谷区 

3,505

多業態型レストラン
チェーンの経営、 

輸入業及び輸入品の
販売 

直接被所有 

21.57 

当社商品の 

仕入・販売先 

(注) １．議決権の所有又は被所有割合の（ ）内は、間接被所有割合で内数であります。 

２．議決権の所有割合の［ ］内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数となっております。 

３．らでぃっしゅファーム和郷株式会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社

であるため、持分法損益等の注記を省略しております。 

４．株式会社ドトール・日レスホールディングスは、有価証券報告書を提出しております。 

５．日本レストランシステム株式会社は、有価証券報告書の提出会社でありましたが、平成20年２月期分か

ら有価証券報告書を提出しておりません。 
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３．経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社は、「良質・安全な商品の流通を通して、健康で豊かな生活を提供すること」を経営理念とし、「安

心・安全な食品の提供」、「生産者と消費者の顔と顔の見える関係」をモットーに、有機・低農薬の農産物

や無添加食品、環境負荷の少ない日用品を提供しております。当社は、「持続可能な社会の実現（次世代に

存続すべき地球環境の保全に貢献）」を経営理念に掲げ、自らの事業規模の拡大を通じて食の安全を広めて

まいります。 

 

(2) 目標とする経営指標 

当社は、売上高および経常利益を成長の一つの指針として考えており、登録会員数、営業利益率、経常利

益率、効率性を図る指標でありますＲＯＥおよびＲＯＡを重要な経営指標としております。 

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

当社は、日本全国のこどもとお母さんにとって安心安全な食の流通の代名詞として、最も愛され信頼され

ている企業となるべく、そのしくみを確かなものにするために、生産から流通、販売までを一貫して取り組

む生産機能を持つグループ企業を有する企業集団となることを中長期的なビジョンに掲げております。 

 

(4) 会社の対処すべき課題 

当社は、消費者の「食の安心・安全」及び環境へ配慮したライフスタイルへの関心が高まる中、当社がビ

ジョンで掲げる「こどもとお母さんにとって最も愛され信頼されている企業」となるべく、以下の６項目を

対処すべき課題と認識し、企業価値向上に取り組んでまいります。 

 

①顧客視点のマーケティング 

 より「こどもとお母さん」の視点に立った商品・サービスを生み出す、企画・マーケティング・分析の

それぞれの機能を強化してまいります。 

②品質の強化 

 商品品質のさらなる向上を目指し、体制を強化してまいります。 

③生産機能の獲得 

「高い品質」と「値ごろ感」を両立する仕組みを構築するために、生産機能の獲得を目指してまいります。 

④３つの販売チャネル 

 多様化する顧客のニーズに応えるため、顧客の生活シーンに合わせた宅配、店舗、通販の３つの売場を

提供してまいります。 

⑤食を軸とした社会貢献 

 お客様や生産者と一体となった社会貢献活動を行うことでファン作りを推進してまいります。 

⑥成長を担う人材開発 

 経営ビジョンの実現を担う人材を全社一丸となって育成してまいります。 

 

(5) その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。 
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４．財務諸表 
 (1) 貸借対照表 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年２月28日) 

当事業年度 
(平成23年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※1  577,289 1,140,998

売掛金 ※1  3,844,374 2,523,429

商品及び製品 489,201 503,782

原材料及び貯蔵品 14,836 34,970

前払費用 72,368 70,134

繰延税金資産 146,040 149,337

未収入金 － 135,373

その他 56,809 10,944

貸倒引当金 △246,501 △268,553

流動資産合計 4,954,418 4,300,417

固定資産   

有形固定資産   

建物 922,619 925,532

減価償却累計額 △597,828 △648,359

建物（純額） 324,790 277,172

機械及び装置 143,959 156,039

減価償却累計額 △115,230 △122,372

機械及び装置（純額） 28,728 33,667

車両運搬具 5,152 5,152

減価償却累計額 △5,001 △5,040

車両運搬具（純額） 151 112

工具、器具及び備品 59,925 60,651

減価償却累計額 △51,151 △53,833

工具、器具及び備品（純額） 8,774 6,817

リース資産 127,608 159,996

減価償却累計額 △9,324 △42,926

リース資産（純額） 118,284 117,070

有形固定資産合計 480,729 434,840

無形固定資産   

のれん 2,909,823 2,727,959

商標権 ※1  4,275 3,120

意匠権 189 160

ソフトウエア 358,729 329,978

ソフトウエア仮勘定 80,885 88,833

電話加入権 3,276 3,276

無形固定資産合計 3,357,179 3,153,328
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年２月28日) 

当事業年度 
(平成23年２月28日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 13,541 13,541

関係会社株式 1,430 4,880

出資金 10 －

長期貸付金 7,079 795

関係会社長期貸付金 10,000 16,550

破産更生債権等 46,239 46,219

繰延税金資産 101,954 108,839

差入保証金 200,407 199,510

その他 4,563 －

貸倒引当金 △46,239 △46,219

投資その他の資産合計 338,986 344,117

固定資産合計 4,176,894 3,932,286

資産合計 9,131,313 8,232,704

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,545,021 1,559,093

短期借入金 ※3  600,000 ※3  200,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1, ※2  430,000 402,000

リース債務 32,937 37,824

未払金 634,139 627,799

未払費用 69,973 72,341

未払法人税等 175,208 142,209

前受金 566 402

賞与引当金 82,232 85,799

販売促進引当金 2,362 7,040

その他 83,361 68,251

流動負債合計 3,655,804 3,202,763

固定負債   

長期借入金 ※1, ※2  1,280,000 797,000

リース債務 99,334 91,230

退職給付引当金 220,487 240,104

役員退職慰労引当金 50,200 65,800

その他 8,280 5,001

固定負債合計 1,658,302 1,199,136

負債合計 5,314,106 4,401,899
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年２月28日) 

当事業年度 
(平成23年２月28日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 856,225 867,015

資本剰余金   

資本準備金 2,268,811 2,279,601

資本剰余金合計 2,268,811 2,279,601

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 692,169 726,651

利益剰余金合計 692,169 726,651

自己株式 － △42,464

株主資本合計 3,817,206 3,830,804

純資産合計 3,817,206 3,830,804

負債純資産合計 9,131,313 8,232,704
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(2) 損益計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

売上高 22,334,617 22,014,351

売上原価   

商品期首たな卸高 338,188 489,201

当期商品仕入高 14,333,697 13,970,844

合計 14,671,886 14,460,045

他勘定振替高 ※1  51,506 ※1  95,408

商品期末たな卸高 489,201 503,782

売上原価合計 14,131,178 13,860,854

売上総利益 8,203,439 8,153,496

販売費及び一般管理費 ※2  7,694,634 ※2  7,891,706

営業利益 508,804 261,790

営業外収益   

受取利息 1,143 853

受取手数料 25,018 25,619

期限切品処分収入 12,666 11,924

その他 19,174 20,189

営業外収益合計 58,003 58,586

営業外費用   

支払利息 27,070 19,415

支払手数料 － 3,731

その他 3,134 3,044

営業外費用合計 30,205 26,191

経常利益 536,603 294,184

特別損失   

固定資産除却損 ※3  627 ※3  3,278

減損損失 ※4  5,168 ※4  1,125

特別損失合計 5,795 4,404

税引前当期純利益 530,807 289,780

法人税、住民税及び事業税 318,503 217,196

法人税等調整額 △15,575 △10,182

法人税等合計 302,928 207,013

当期純利益 227,879 82,766
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(3) 株主資本等変動計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 855,705 856,225

当期変動額   

新株の発行 520 10,790

当期変動額合計 520 10,790

当期末残高 856,225 867,015

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 2,268,291 2,268,811

当期変動額   

新株の発行 520 10,790

当期変動額合計 520 10,790

当期末残高 2,268,811 2,279,601

資本剰余金合計   

前期末残高 2,268,291 2,268,811

当期変動額   

新株の発行 520 10,790

当期変動額合計 520 10,790

当期末残高 2,268,811 2,279,601

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 512,561 692,169

当期変動額   

剰余金の配当 △48,270 △48,284

当期純利益 227,879 82,766

当期変動額合計 179,608 34,481

当期末残高 692,169 726,651

利益剰余金合計   

前期末残高 512,561 692,169

当期変動額   

剰余金の配当 △48,270 △48,284

当期純利益 227,879 82,766

当期変動額合計 179,608 34,481

当期末残高 692,169 726,651

自己株式   

前期末残高 － －

当期変動額   

自己株式の取得 － △42,464

当期変動額合計 － △42,464

当期末残高 － △42,464
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

株主資本合計   

前期末残高 3,636,558 3,817,206

当期変動額   

新株の発行 1,040 21,580

剰余金の配当 △48,270 △48,284

当期純利益 227,879 82,766

自己株式の取得 － △42,464

当期変動額合計 180,648 13,597

当期末残高 3,817,206 3,830,804

純資産合計   

前期末残高 3,636,558 3,817,206

当期変動額   

新株の発行 1,040 21,580

剰余金の配当 △48,270 △48,284

当期純利益 227,879 82,766

自己株式の取得 － △42,464

当期変動額合計 180,648 13,597

当期末残高 3,817,206 3,830,804
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(4) キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 530,807 289,780

減価償却費 79,874 95,178

ソフトウエア償却費 95,592 124,328

のれん償却額 181,863 181,863

減損損失 5,168 1,125

貸倒引当金の増減額（△は減少） 52,301 22,031

販売促進引当金の増減額(△は減少) 1,039 4,678

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,532 3,566

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △8,711 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 19,820 19,617

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9,900 15,600

受取利息 △1,143 △853

支払利息 27,070 19,415

固定資産除却損 627 3,278

売上債権の増減額（△は増加） △1,272,598 1,320,944

たな卸資産の増減額（△は増加） △150,136 △34,714

仕入債務の増減額（△は減少） △56,415 14,071

その他 57,555 △73,046

小計 △425,849 2,006,866

利息及び配当金の受取額 1,108 816

利息の支払額 △27,053 △19,422

法人税等の支払額 △399,879 △250,064

営業活動によるキャッシュ・フロー △851,674 1,738,196

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △29,166 △15,494

無形固定資産の取得による支出 △164,307 △132,949

関係会社株式の取得による支出 △1,430 △3,450

関係会社貸付けによる支出 △10,000 △6,550

貸付金の回収による収入 5,977 6,128

差入保証金の差入による支出 △1,205 △790

差入保証金の回収による収入 7,654 1,257

預り保証金の返還による支出 － △399

その他 △3,034 △3,807

投資活動によるキャッシュ・フロー △195,512 △156,055
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 600,000 △400,000

長期借入れによる収入 － 1,400,000

長期借入金の返済による支出 △430,000 △1,911,000

リース債務の返済による支出 △8,625 △37,819

株式の発行による収入 1,040 21,580

自己株式の取得による支出 － △42,946

配当金の支払額 △47,563 △48,245

財務活動によるキャッシュ・フロー 114,850 △1,018,431

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △932,335 563,709

現金及び現金同等物の期首残高 1,509,624 577,289

現金及び現金同等物の期末残高 ※  577,289 ※  1,140,998
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(5) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

(6) 重要な会計方針 
 

項目 
前事業年度 

(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

(1) 関連会社株式 

同左 

(2) その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 商品 

総平均法による原価法（収益性の

低下による簿価切下げの方法） 

(1) 商品 

同左 

 (2) 貯蔵品 

最終仕入原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法） 

(2) 貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く） 

定額法 

その他の有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

 建物       ３年～18年 

 機械及び装置   ８年～15年 

 工具、器具及び備品 ３年～15年 

（追加情報） 

有形固定資産の耐用年数の変更 

当社の機械及び装置については、従

来耐用年数を６年～13年としておりま

したが、法人税法の改正を契機として

資産の利用状況等を見直した結果、当

事業年度より８年～15年に変更してお

ります。 

これによる損益への影響は軽微であ

ります。 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

同左 

 (2) 無形固定資産 

 定額法 

 なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

   のれん     20年 

   自社利用のソフトウエア 

    社内における利用可能期間 

   （５年） 

(2) 無形固定資産 

同左 

 

 

 

   自社利用のソフトウエア 

    社内における利用可能期間 

   （５年以内） 

 (3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額をゼロとする定額法によってお

ります。 

(3) リース資産 

同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権等の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権、貸倒懸念債権

については債権の区分ごとにそれ

ぞれ未回収率等を勘案して定めた

一定の基準により、破産更生債権

等については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 

 (2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち、当事業年

度の負担額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

 

 (3) 役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額のうち、当事業年度の

負担額を計上しております。 

なお、当事業年度に係る役員賞与

は支給しないため、当事業年度にお

いては役員賞与引当金は計上してお

りません。 

(3) 役員賞与引当金 

同左 

 (4) 販売促進引当金 

会員顧客へ付与した割引ポイント

の利用に備えるため、使用実績率に

基づき将来使用されると見込まれる

額を計上しております。 

(4) 販売促進引当金 

同左 

 (5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(５年)に

よる定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

過去勤務債務は、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による定額法に

より発生した事業年度から費用処理

しております。 

(5) 退職給付引当金 

同左 

 

 (6) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

(6) 役員退職慰労引当金 

同左 

 

５ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

６ その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 

(7) 重要な会計方針の変更 

 

前事業年度 

(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表

分）を適用し、評価基準については、原価法から原価

法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更し

ております。 

これによる損益への影響はありません。 

（リース取引に関する会計基準等） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっておりましたが、当事業年度より、「リー

ス取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成

５年６月17日(企業会計審議会第一部会)、平成19年３

月30日改正))及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第16号(平成６年１月

18日(日本公認会計士協会 会計制度委員会)、平成19

年３月30日改正))を適用し、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

なお、リース取引開始日が平成21年２月28日以前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

これによる損益への影響は軽微であります。 

（退職給付に係る会計基準） 

当事業年度より、「退職給付に係る会計基準」の一

部改正（その３）（企業会計基準第19号 平成20年７

月31日）を適用しております。 

これによる損益への影響はありません。 
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表示方法の変更 

 

前事業年度 

(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

（貸借対照表） 

前事業年度まで区分掲記しておりました「短期貸付

金」（当事業年度6,128千円）及び「未収入金」（当事

業年度47,611千円）、「未払消費税等」（当事業年度

34,574千円）、「長期未払金」（当事業年度6,347千

円）は、重要性を勘案して表示方法を見直した結果、

金額的重要性がないと判断したため、当事業年度から

流動資産の「その他」、流動負債の「その他」、固定

負債の「その他」にそれぞれ含めて表示しておりま

す。 

（損益計算書） 

１．前事業年度まで費目別に区分掲記しておりました

「販売費及び一般管理費」は、損益計算書の明瞭性

を高めるため、当事業年度から一括掲記し、主要な

費目及びその金額を注記する方法に変更いたしまし

た。 

当事業年度において「販売費及び一般管理費」を

従来の方法により区分掲記した場合の費目及び金額

は次のとおりです。 

なお、前事業年度において「その他」に含めて表

示しておりました「業務委託費」は310,626千円であ

ります。 

荷造運搬費 1,704,720千円

広告宣伝費 661,864千円

販売促進費 971,550千円

販売促進引当金繰入額 2,362千円

貸倒引当金繰入額 109,114千円

貸倒損失 13,120千円

役員報酬 107,201千円

給料及び手当 1,163,563千円

賞与 115,509千円

賞与引当金繰入額 81,902千円

退職給付費用 23,403千円

役員退職慰労引当金繰入額 16,000千円

福利厚生費 196,789千円

通信費 98,561千円

旅費及び交通費 125,557千円

減価償却費 79,874千円

ソフトウエア償却費 95,592千円

のれん償却額 181,863千円

リース料 81,928千円

地代家賃 371,654千円

消耗品費 202,419千円

支払手数料 125,444千円

業務委託費 400,929千円

その他 763,705千円
 

（貸借対照表） 

 前事業年度において流動資産「その他」に含めて表

示しておりました「未収入金」（前事業年度47,611千

円）は、総資産額の100分の１を超えたため、当事業年

度においては区分掲記することといたしました。 

 

 

 

 

 

（損益計算書） 

 前事業年度において営業外費用「その他」に含めて

表示しておりました「支払手数料」（前事業年度2,000

千円）は、営業外費用の100分の10を超えたため、当事

業年度においては区分掲記することといたしました。 
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前事業年度 

(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

２．前事業年度まで区分掲記しておりました「受取補

償金」（当事業年度3,065千円）、「支払手数料」（当

事業年度2,000千円）は、重要性を勘案して表示方法を

見直した結果、金額的重要性がないと判断したため、

当事業年度から営業外収益の「その他」、営業外費用

の「その他」にそれぞれ含めて表示しております。 

――――――― 

 

らでぃっしゅぼーや株式会社　（3146）　平成23年２月期決算短信（非連結）

-24-



 

 

 (8) 財務諸表に関する注記事項 

（貸借対照表関係） 

 

前事業年度 

(平成22年２月28日) 

当事業年度 

(平成23年２月28日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

現金及び預金 303,193千円

売掛金 3,844,374千円

商標権 4,275千円

 計 4,151,843千円

  

――――――― 

 

 担保付債務は次のとおりであります。 

長期借入金 1,280,000千円

1年内返済予定の長期借入金 430,000千円

 計 1,710,000千円

  

 

※２ 財務制限条項等 

当社の株式会社三井住友銀行をエージェントとする

シンジケートローン契約（契約日平成19年２月23日、

借入金残高1,710,000千円）には、下記の財務制限条項

が付されており、当該条項に抵触した場合は、契約上

のすべての債務について期限の利益を喪失する可能性

があります。 

①各年度の決算期（中間決算期を含む。）の末日にお

ける単体の貸借対照表の純資産の部の金額を、二期

連続して1,700,000千円未満としない。 

②各年度の決算期（中間決算期を含む。）の末日にお

ける単体の損益計算書の営業損益を二期連続で損失

としない。 

③各年度の決算期（中間決算期を含む。）の末日にお

ける単体の貸借対照表及び損益計算書に基づき算定

されるレバレッジレシオを、二期連続して定められ

た水準超としない。 

――――――― 

※３ 当座貸越契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行２行と当座貸越契約を締結しております。 

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

当座貸越極度額 1,000,000千円 

借入実行残高 400,000千円 

差引額 600,000千円 
 

※３ 当座貸越契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行５行と当座貸越契約を締結しております。 

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

当座貸越極度額 2,500,000千円 

借入実行残高 200,000千円 

差引額 2,300,000千円 
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（損益計算書関係） 

 

前事業年度 

(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

※１ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

販売促進費 43,676千円

その他 7,829千円

 計 51,506千円
 

※１ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

販売促進費 84,353千円

その他 11,054千円

 計 95,408千円
 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。 

荷造運搬費 1,704,720千円

広告宣伝費 661,864千円

販売促進費 971,550千円

販売促進引当金繰入額 2,362千円

貸倒引当金繰入額 109,114千円

給料及び手当 1,163,563千円

賞与引当金繰入額 81,902千円

退職給付費用 23,403千円

役員退職慰労引当金繰入額 16,000千円

減価償却費 79,874千円

ソフトウエア償却費 95,592千円

のれん償却額 181,863千円

地代家賃 371,654千円

業務委託費 400,929千円

   おおよその割合 

販売費               45％ 

一般管理費             55％ 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。 

荷造運搬費 1,700,553千円

広告宣伝費 704,382千円

販売促進費 1,022,052千円

販売促進引当金繰入額 7,040千円

貸倒引当金繰入額 94,968千円

給料及び手当 1,212,067千円

賞与引当金繰入額 85,799千円

退職給付費用 24,366千円

役員退職慰労引当金繰入額 15,600千円

減価償却費 95,178千円

ソフトウエア償却費 124,328千円

のれん償却額 181,863千円

地代家賃 370,115千円

業務委託費 538,943千円

   おおよその割合 

販売費               45％ 

一般管理費             55％ 

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

工具、器具及び備品 40千円

ソフトウエア 586千円

 計 627千円
 

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

ソフトウエア 3,278千円

 計 3,278千円
 

※４ 減損損失 
当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。 

用途 物流センター 

種類 リース資産 

場所 札幌市 

減損損失 5,168千円 

当社は、各物流センターを基礎としてグルーピン

グを行っております。また、賃貸用資産及び遊休資

産についてはそれぞれ個別の物件ごとにグルーピン

グを行っております。 

上記の資産グループについては、収益性が著しく

低下したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、同額を減損損失として特別損失に計上しており

ます。 

なお、回収可能価額は、使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを6.6％で割り引いて算

定しております。 

※４ 減損損失 
当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。 

用途 物流センター 

種類 
工具、器具及び備品 

リース資産 

場所 札幌市 

減損損失 1,125千円 

当社は、各物流センターを基礎としてグルーピング

を行っております。また、賃貸用資産及び遊休資産に

ついてはそれぞれ個別の物件ごとにグルーピングを行

っております。 

上記の資産グループについては、収益性が著しく低

下したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、同

額を減損損失として特別損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は、使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを7.4％で割り引いて算

定しております。 
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（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日） 

１．発行済株式及び自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

発行済株式  

 普通株式（株） 6,895,817 2,000 － 6,897,817

自己株式  

 普通株式（株） － － － －

（注）普通株式の増加の内訳は、次のとおりであります。 

ストック・オプションの権利行使による新株の発行             2,000株 

 

２．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成21年５月28日 
定時株主総会 

普通株式 48,270 7 平成21年２月28日 平成21年５月29日

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円) 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成22年５月26日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 48,284 ７ 平成22年２月28日 平成22年５月27日
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当事業年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

１．発行済株式及び自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

発行済株式  

 普通株式（株）（注１） 6,897,817 41,500 － 6,939,317

自己株式  

普通株式（株）（注２） － 77,300 － 77,300

（注）１ 普通株式の増加の内訳は、次のとおりであります。 

  ストック・オプションの権利行使による新株の発行          41,500株 

   ２ 自己株式の増加の内訳は、次のとおりであります。 

  取締役会決議による自己株式の取得による増加            77,300株 

 

２．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成22年５月26日 
定時株主総会 

普通株式 48,284 ７ 平成22年２月28日 平成22年５月27日

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円) 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成23年５月25日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 48,034 ７ 平成23年２月28日 平成23年５月26日

 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

前事業年度 

(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成22年２月28日現在）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成23年２月28日現在）

現金及び預金 577,289千円

現金及び現金同等物 577,289千円
 

現金及び預金 1,140,998千円

現金及び現金同等物 1,140,998千円
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（リース取引関係） 

 

前事業年度 

(自 平成21年３月１日 

 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 

リース取引開始日が平成21年２月28日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引 

リース取引開始日が平成21年２月28日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

資産区分 

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却累

計額相当額 

(千円) 

減損損失累

計額相当額

(千円) 

期末残高

相当額

(千円)

建物 51,613 21,881 － 29,732

機械及び装置 11,176 7,583 － 3,592

車両運搬具 44,746 27,593 － 17,152

工具、器具及

び備品 
118,253 68,942 1,689 47,621

合計 225,789 126,001 1,689 98,098
 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

資産区分 

取得価額

相当額

(千円)

減価償却累

計額相当額 

(千円) 

減損損失累

計額相当額 

(千円) 

期末残高

相当額

(千円)

建物 51,613 27,616 － 23,997

機械及び装置 11,176 9,180 － 1,995

車両運搬具 44,746 36,543 － 8,203

工具、器具及

び備品 
94,540 64,742 1,689 28,107

合計 202,077 138,082 1,689 62,304

  

② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

1年内 36,599千円

1年超 66,048千円

合計 102,647千円
 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

1年内 33,217千円

1年超 32,830千円

合計 66,048千円
 

リース資産減損勘定の残高 1,193千円
 

リース資産減損勘定の残高 853千円
 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 51,512千円

リース資産減損勘定の取崩額 592千円

減価償却費相当額 47,966千円

支払利息相当額 2,890千円
 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 38,576千円

リース資産減損勘定の取崩額 339千円

減価償却費相当額 35,794千円

支払利息相当額 1,977千円
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとす

る定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

（貸主側） 

未経過リース料期末残高相当額 

1年内 9,482千円

1年超 8,692千円

合計 18,174千円

(注)１ 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高及び見積残存価額の残高の合計

額が営業債権の期末残高等に占める割合が低い

ため、受取利子込み法により算定しておりま

す。 

 

 

 

（貸主側） 

未経過リース料期末残高相当額 

1年内 8,692千円

1年超 －千円

合計 8,692千円

同左 
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前事業年度 

(自 平成21年３月１日 

 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 

２ 上記は、すべて転貸リース取引に係る貸主側

の未経過リース料期末残高相当額であります。 

なお、当該転貸リース取引はおおむね同一の

条件で第三者にリースしておりますので、ほぼ

同額の残高が上記の借主側の未経過リース料期

末残高相当額に含まれております。 

同左 

ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1) リース資産の内容 

有形固定資産 

主として、宅配事業における販促用備品、営

業用車両であります。 

(2) リース資産の減価償却の方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ

とする定額法によっております。 

ファイナンス・リース取引 

同左 
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（金融商品関係） 

当事業年度（自  平成22年３月１日  至  平成23年２月28日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

  当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しており、デリバティブ取引は利用せず、投機的な取引

は行わない方針であります。資金調達については、短期的な運転資金は、銀行借入による方針であります。ま

た、設備投資計画に照らして、必要な資金を長期借入により調達しております。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

   営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

   差入保証金は、主に物流センターの敷金及び保証金であり、貸付金は、関連会社及び取引先企業等に対する

ものであります。これらは、差し入れ先及び貸付先の信用リスクに晒されております。 

   営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。 

   短期借入金は運転資金に係るものであり、長期借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、

主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で５年８ヶ月後でありま

す。なお、長期借入金は変動金利であるため金利の変動リスクに晒されております。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

  ① 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理 

   営業債権については、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行っており、回収懸念の早期把握や軽減を図

っております。 

  ② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

   市場リスクのある有価証券等の運用は行っておりません。 

   投資有価証券については、定期的に発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。 

  ③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

   当社では適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等により、流動性リスクを管理

しております。 

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

  金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することもあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

平成23年２月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注２)を参照くだ

さい。）。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 1,140,998 1,140,998 －

(2) 売掛金 2,523,429 2,523,429 －

(3) 未収入金 135,373 135,373 －

(4) 長期貸付金(※１) 7,079 7,106 27

(5) 関係会社長期貸付金 16,550 16,722 172

(6) 差入保証金 199,510 189,128 △10,381

資産計 4,022,942 4,012,760 △10,182

(1) 買掛金 1,559,093 1,559,093 －

(2) 短期借入金 200,000 200,000 －

(3) 未払金 627,799 627,799 －

(4) 未払法人税等 142,209 142,209 －

(5) 長期借入金(※２) 1,199,000 1,199,000 －

(6) リース債務 129,055 131,739 △2,684

負債計 3,857,157 3,859,841 △2,684

 (※１) 長期貸付金には、短期貸付金（1年内回収予定の長期貸付金）6,283千円が含まれております。 

 (※２) 長期借入金には､1年内返済予定の長期借入金402,000千円が含まれております。 

 

(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金、(3) 未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

(4) 長期貸付金、(5) 関係会社長期貸付金 

これらの時価については、信用リスクを加味した将来キャッシュ･フローを国債の利回り等適切な指標によ

る利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

(6) 差入保証金 

差入保証金の時価については、想定した賃借契約期間に基づき、信用リスクを加味した将来キャッシュ･フ

ローを国債の利回り等適切な指標による利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

負 債 

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金、(4) 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

(5) 長期借入金 

長期借入金の時価については、変動金利により短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似

していることから当該帳簿価額によっております。 
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(6) リース債務 

リース債務の時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

投資有価証券  

 非上場株式 13,541

関係会社株式 4,880

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めて

おりません。 

 

(注３) 金銭債権及び有価証券のうち満期のあるものの決算日後の償還予定額 

(単位：千円） 

 １年以内 
１年超 
５年以内 

５年超 
10年以内 

10年超 

現金及び預金 1,140,998 － － － 

売掛金 2,523,429 － － － 

未収入金 135,373 － － － 

長期貸付金 6,283 795 － － 

関係会社長期貸付金 － 16,550 － － 

差入保証金 － 151,828 4,634 43,048 

合計 3,806,085 169,174 4,634 43,048 

 

(注４) 長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額 

 (単位：千円） 

 １年以内 
１年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超 
５年以内 

５年超 

長期借入金 402,000 402,000 395,000 － － － 

リース債務 37,824 38,032 34,290 16,231 2,403 272 

合計 439,824 440,032 429,290 16,231 2,403 272 

 

（追加情報） 

 当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。 
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（退職給付関係） 

 

前事業年度 

(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  退職一時金制度を採用しております。 

 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 

(1) 退職給付債務 △214,039千円

(2) 未積立退職給付債務 △214,039千円

(3) 未認識数理計算上の差異 △6,447千円

(4) 退職給付引当金 △220,487千円

  

２ 退職給付債務に関する事項 

(1) 退職給付債務 △276,438千円

(2) 未積立退職給付債務 △276,438千円

(3) 未認識数理計算上の差異 36,334千円

(4) 退職給付引当金 △240,104千円

  

３ 退職給付費用に関する事項 

(1) 勤務費用 21,544千円

(2) 利息費用 4,198千円

(3) 数理計算上の差異の費用処理額 △2,338千円

(4) 退職給付費用 23,403千円

  

３ 退職給付費用に関する事項 

(1) 勤務費用 22,023千円

(2) 利息費用 4,635千円

(3) 数理計算上の差異の費用処理額 △2,292千円

(4) 退職給付費用 24,366千円

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 2.0％ 

(3) 数理計算上の差異の処理年数 ５年 

(各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理することとしており

ます。) 

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 ５年 
 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 2.0％ 

(3) 数理計算上の差異の処理年数 ５年 

(各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理することとしており

ます。) 

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 ５年 
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（ストック・オプション等関係） 

前事業年度（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日） 

１．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名 

 該当事項はありません。 

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員22名 当社の従業員27名 当社の従業員２名 

株式の種類及び付与数 普通株式 85,000株 普通株式 60,000株 普通株式 2,000株 

付与日（注）２ 平成18年９月１日 

（平成16年４月28日） 

平成18年９月１日 

（平成17年９月１日） 

平成18年９月１日 

（平成17年12月15日） 

権利確定条件 権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。 

権利行使期間  平成17年５月１日 

～平成22年４月30日 

 平成19年８月１日 

～平成24年７月31日 

 平成19年８月１日 

～平成24年７月31日 

（注）１ 株式数に換算して記載しております。 

２ 平成18年９月１日付のらでぃっしゅぼーや株式会社（旧らでぃっしゅぼーや株式会社）との吸収合併に

よる承継であります。 

３ 付与日欄の(外書)は、らでぃっしゅぼーや株式会社（旧らでぃっしゅぼーや株式会社）での付与日であ

ります。 

４ 上記に記載されたストック・オプションの付与数は、平成19年７月19日開催の取締役会決議により、平

成19年９月１日付株式分割（１株につき1.17648株）による分割後の株式数に換算して記載しております。 

 
 

 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役６名 当社の従業員145名 当社の従業員64名 

株式の種類及び付与数 普通株式 156,000株 普通株式 168,000株 普通株式 34,500株 

付与日 平成19年２月28日 平成19年２月28日 平成19年２月28日 

権利確定条件 権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。 

権利行使期間  平成21年３月１日 

～平成29年２月16日 

 平成21年３月１日 

～平成29年２月16日 

 平成21年３月１日 

～平成29年２月16日 

（注）１ 株式数に換算して記載しております。 

２ 上記に記載されたストック・オプションの付与数は、平成19年７月19日開催の取締役会決議により、平

成19年９月１日付株式分割（１株につき1.17648株）による分割後の株式数に換算して記載しております。 
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。 

  ①ストック・オプションの数 

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

 権利確定前    (株)   

  前事業年度末 － － －

  付与 － － －

  失効 － － －

  権利確定 － － －

  未確定残 － － －

 権利確定後    (株) 

  前事業年度末 80,000 46,000 2,000

  権利確定 － － －

  権利行使 2,000 － －

  失効 3,000 3,000 －

  未行使残 75,000 43,000 2,000

 

 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権 

 権利確定前    (株) 

  前事業年度末 156,000 150,000 27,500

  付与 － － －

  失効 － － －

  権利確定 156,000 150,000 27,500

  未確定残 － － －

 権利確定後    (株) 

  前事業年度末 － － －

  権利確定 156,000 150,000 27,500

  権利行使 － － －

  失効 － 6,000 2,500

  未行使残 156,000 144,000 25,000

 

  ②単価情報 

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

 権利行使価格(円) 520 677 677

 行使時平均株価(円) 714 － －

 付与日における 

 公正な評価単価(円) 
－ － －

 

 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権 

 権利行使価格(円) 850 850 850

 行使時平均株価(円) － － －

 付与日における 

 公正な評価単価(円) 
－ － －
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３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

平成19年２月28日付において付与されたストック・オプションの単価は、未公開企業であったため単位当たり

の本源的価値を見積る方法により算定しております。 

また、単位当たりの本源的価値を算定する基礎となる自社の株式価値は、割引キャッシュ・フロー法により算

定しております。 

① 当事業年度末における本源的価値の合計額          4,500千円 

② 当事業年度中に権利行使されたストック・オプションの     388千円 

権利行使日における本源的価値の合計額 

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して 

おります。 
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 当事業年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

１．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名 

 該当事項はありません。 

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員22名 当社の従業員27名 当社の従業員２名 

株式の種類及び付与数 普通株式 85,000株 普通株式 60,000株 普通株式 2,000株 

付与日（注）２ 平成18年９月１日 

（平成16年４月28日） 

平成18年９月１日 

（平成17年９月１日） 

平成18年９月１日 

（平成17年12月15日） 

権利確定条件 権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。 

権利行使期間  平成17年５月１日 

～平成22年４月30日 

 平成19年８月１日 

～平成24年７月31日 

 平成19年８月１日 

～平成24年７月31日 

（注）１ 株式数に換算して記載しております。 

２ 平成18年９月１日付のらでぃっしゅぼーや株式会社（旧らでぃっしゅぼーや株式会社）との吸収合併に

よる承継であります。 

３ 付与日欄の(外書)は、らでぃっしゅぼーや株式会社（旧らでぃっしゅぼーや株式会社）での付与日であ

ります。 

４ 上記に記載されたストック・オプションの付与数は、平成19年７月19日開催の取締役会決議により、平

成19年９月１日付株式分割（１株につき1.17648株）による分割後の株式数に換算して記載しております。 

 
 

 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役６名 当社の従業員145名 当社の従業員64名 

株式の種類及び付与数 普通株式 156,000株 普通株式 168,000株 普通株式 34,500株 

付与日 平成19年２月28日 平成19年２月28日 平成19年２月28日 

権利確定条件 権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員いずれかの地位を保有

していること。その他細

目については「新株予約

権割当契約書」に定める

ものとする。 

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。 

権利行使期間  平成21年３月１日 

～平成29年２月16日 

 平成21年３月１日 

～平成29年２月16日 

 平成21年３月１日 

～平成29年２月16日 

（注）１ 株式数に換算して記載しております。 

２ 上記に記載されたストック・オプションの付与数は、平成19年７月19日開催の取締役会決議により、平

成19年９月１日付株式分割（１株につき1.17648株）による分割後の株式数に換算して記載しております。 
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 (2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。 

  ①ストック・オプションの数 

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

 権利確定前    (株) 

  前事業年度末 － － －

  付与 － － －

  失効 － － －

  権利確定 － － －

  未確定残 － － －

 権利確定後    (株) 

  前事業年度末 75,000 43,000 2,000

  権利確定 － － －

  権利行使 41,500 － －

  失効 33,500 3,000 －

  未行使残 － 40,000 2,000
   
 

 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権 

 権利確定前    (株) 

  前事業年度末 － － －

  付与 － － －

  失効 － － －

  権利確定 － － －

  未確定残 － － －

 権利確定後    (株) 

  前事業年度末 156,000 144,000 25,000

  権利確定 － － －

  権利行使 － － －

  失効 － 5,000 1,000

  未行使残 156,000 139,000 24,000

 

  ②単価情報 

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

 権利行使価格(円) 520 677 677

 行使時平均株価(円) 575 － －

 付与日における 

 公正な評価単価(円) 
－ － －

 

 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権 

 権利行使価格(円) 850 850 850

 行使時平均株価(円) － － －

 付与日における 

 公正な評価単価(円) 
－ － －
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３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

平成19年２月28日付において付与されたストック・オプションの単価は、未公開企業であったため単位当たり

の本源的価値を見積る方法により算定しております。 

また、単位当たりの本源的価値を算定する基礎となる自社の株式価値は、割引キャッシュ・フロー法により算

定しております。 

① 当事業年度末における本源的価値の合計額            －千円 

② 当事業年度中に権利行使されたストック・オプションの    2,220千円 

権利行使日における本源的価値の合計額 

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して 

おります。 

 

（税効果会計関係） 

 

前事業年度 

(平成22年２月28日) 

当事業年度 

(平成23年２月28日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

 ①流動資産 

  貸倒引当金 84,355千円

  賞与引当金 33,460千円

  未払事業税 14,353千円

  未払事業所税 4,367千円

  未払社会保険料 4,624千円

  その他 4,880千円

    計 146,040千円

 ②固定資産 

  退職給付引当金 86,670千円

  貸倒引当金 2,873千円

  役員退職慰労引当金 20,426千円

  減価償却費 7,843千円

  その他 6,340千円

    計 124,154千円

  評価性引当額 △22,199千円

    計 101,954千円

 繰延税金資産合計 247,994千円
 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

 ①流動資産 

  貸倒引当金 87,815千円

  賞与引当金 34,911千円

  未払事業税 11,983千円

  未払事業所税 4,727千円

  未払社会保険料 4,899千円

  その他 5,000千円

    計 149,337千円

 ②固定資産 

  退職給付引当金 95,668千円

  貸倒引当金 1,765千円

  役員退職慰労引当金 26,774千円

  減価償却費 7,855千円

  その他 5,324千円

    計 137,387千円

  評価性引当額 △28,547千円

    計 108,839千円

 繰延税金資産合計 258,177千円
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 15.7％

その他 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 57.1％
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 28.6％

その他 2.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 71.4％
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（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日） 

利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

 

当事業年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  

（１株当たり情報） 

 

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

  

１株当たり純資産額 553.39円

１株当たり当期純利益金額 33.04円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

32.99円

  

  

１株当たり純資産額 558.26円

１株当たり当期純利益金額 11.95円

 なお､潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては､希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。 

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

項目 
前事業年度 

(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日)

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日)

損益計算書上の当期純利益（千円） 227,879 82,766

普通株式に係る当期純利益（千円） 227,879 82,766

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 6,896,762 6,923,210

当期純利益調整額（千円） － －

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の
算定に用いられた普通株式増加数の主要な内
訳（株） 

新株予約権 10,573 －

普通株式増加数（株） 10,573 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額の算定に含まれな
かった潜在株式の概要 

新株予約権５種類 
（新株予約権の数3,700個）

詳細は「第４提出会社の
状況 １ 株式等の状況
（２）新株予約権等の状
況」に記載のとおりであ
ります。 

新株予約権５種類 
（新株予約権の数3,610個）

詳細は「第４提出会社の
状況 １ 株式等の状況
（２）新株予約権等の状
況」に記載のとおりであり
ます。 
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（重要な後発事象） 

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

――――――― （自己株式の取得について） 
 当社は、平成23年４月15日開催の取締役会におい

て、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用

される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得す

ることを決議いたしました。 

１．自己株式の取得を行う理由 

１株当たりの株主価値の向上を図り、また、経営

環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行する

ため。 

２．自己株式の取得の方法 

(1) 取得する株式の種類 

当社普通株式 

(2) 取得する株式の総数 

100,000株（上限とする） 

   （発行済株式総数（自己株式を除く）に占める

割合 1.46％） 

(3) 取得価額の総額 

70,000,000円（上限とする） 

(4) 取得する期間 

平成23年４月25日から平成23年９月30日まで 

 

（開示の省略） 

有価証券、デリバティブ取引、企業結合等、賃貸等不動産、関連当事者情報に関する注記事項については、決算

短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 
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５．その他 
(1) 役員の異動（平成23年５月25日の予定） 

当社は、平成23年４月15日開催の取締役会において、役員の異動を内定いたしました。 

なお、本件は平成23年５月25日開催予定の定時株主総会において正式に決定される予定です。 

 

１．代表取締役の異動 

な し 

 

２． 取締役・監査役の異動 

（１）退任予定取締役 

な し 

 

（２）新任監査役候補 

秋山 進（社外監査役） 

 

（３）退任予定監査役a 

池内 稚利（社外監査役） 

 

なお、監査役候補秋山進氏の任期は、平成26年５月に行われる予定の定時株主総会終結の時までとなり

ます。 

 

(2) 仕入及び販売の状況 

① 品目分類別仕入高 

前事業年度 

(自 平成21年３月１日 

 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 分類 

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

 農産品 6,166,727 43.0 6,075,078 43.5

 畜産品 1,721,501 12.0 1,701,597 12.2

 水産品 927,074 6.5 837,028 6.0

 加工食品 3,919,666 27.4 3,783,312 27.1

食品計 12,734,971 88.9 12,397,017 88.8

 日用品等 1,597,407 11.1 1,527,967 10.9

非食品計 1,597,407 11.1 1,527,967 10.9

その他計 1,318 0.0 45,859 0.3

合計 14,333,697 100.0 13,970,844 100.0

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

② 企画分類別売上高  

前事業年度 

(自 平成21年３月１日 

 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 分類 

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

 定期品 7,941,985 35.6 7,877,795 35.8

 注文品 14,113,234 63.2 13,835,356 62.8

 その他 279,397 1.3 301,198 1.4

合計 22,334,617 100.0 22,014,351 100.0

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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③ 品目分類別売上高 

前事業年度 

(自 平成20年３月１日 

 至 平成21年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 

 至 平成22年２月28日) 分類 

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

 農産品 10,679,512 47.8 10,632,301 48.3

 畜産品 1,862,316 8.3 1,810,253 8.2

 水産品 1,381,756 6.2 1,256,100 5.7

 加工食品 5,853,959 26.2 5,682,206 25.8

食品計 19,777,544 88.5 19,380,862 88.0

 日用品等 2,299,835 10.3 2,351,541 10.7

非食品計 2,299,835 10.3 2,351,541 10.7

その他計 257,237 1.2 281,947 1.3

合計 22,334,617 100.0 22,014,351 100.0

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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